
〒
日

下記の資産について、課税標準の特例を受けるため関係書類を添えて申請します。

数量

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

※この申請書は、特例の適用を受けようとする場合に償却資産申告書と共に提出してください。
※上記資産について、特例に該当することが分かる書類を添付してください。
※資産の種類については次のとおりです。　　「１構築物、２機械及び装置、３船舶、４航空機、５車両及び運搬具、６工具・器具及び備品」

令和 年 月

適用条項
資産の
種類 資産の名称等 取得年月日 取得価額

耐用
年数 添付書類 備考

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

償却資産に係る課税標準の特例適用申請書

所有者住所

石　井　町　長　殿
所有者氏名

　法人にあってはその名称
及び代表者の氏名

資
産
の
内
容

受付印

円 年

円

円

円

円

円

円

円

円

年

年

年

年

年

年

年

年



〒
日

下記の資産について、課税標準の特例を受けるため関係書類を添えて申請します。

数量

年 月 日

○ 7 1

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

※この申請書は、特例の適用を受けようとする場合に償却資産申告書と共に提出してください。
※上記資産について、特例に該当することが分かる書類を添付してください。
※資産の種類については次のとおりです。　　「１構築物、２機械及び装置、３船舶、４航空機、５車両及び運搬具、６工具・器具及び備品」

779-3223
令和 ○ 年 1 月 10

適用条項
資産の
種類 資産の名称等 取得年月日 取得価額

耐用
年数 添付書類 備考

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第47項 5
地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

地方税法第349条の3第　　項 元号

同法附則第15条第　　項

償却資産に係る課税標準の特例適用申請書

所有者住所
　徳島県名西郡石井町高川原字高川原121-1

石　井　町　長　殿
所有者氏名

○○株式会社　
　代表取締役　石井　太郎　法人にあってはその名称

及び代表者の氏名

2 ○○○○○ 1 10,000,000 7 先端設備等導入計画に係
る認定申請書　等

資
産
の
内
容

受付印

円 年

円

円

円

円

円

円

円

円

年

年

年

年

年

年

年

年

記入例


